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２ 家庭，地域との連携

家庭や地域社会と共に児童生徒を育てるためには，児童生徒の生き方，働き方が日常生活の様々

な場面で話題になるよう，学校便りや学級通信，連絡ノート，個人カルテ，電話連絡などにより，

児童生徒の状況についての情報の発信，共有を推進することが大切である。

次に示すのは，家庭との連携を図った小学校の学級通信の事例である。

キャリア教育では 「働くこと」や「役割を果たすこと」の意義を学び，なりたい自分に向かって，

自分自身を高めていくことが，重要な学習目標及び内容である。また，学校での学びと社会との接続

を図っていくことは，キャリア教育の主たるテーマでもある。学校が児童生徒の身近な家庭や地域と

連携を図ることにより，児童生徒の学習意欲が高まり，自他とのかかわりで自らの生き方を考えるこ

学校からの一

方的な情報提供

だけでは連携に

はなりません。

やはり家庭から

も情報提供をし

てもらうことが

大切です。その
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す。そして，連

携は単発に終わ

らないよう，継

続して取り組む

必要がありま
す。

まずは，学校

での授業の内容

を家庭に知らせ
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とになる。そのためには，学校は，積極的に家庭や地域に児童生徒の現状を適切に情報発信するとと

もに，家庭，地域からも情報を提供してもらうことが重要である。連携は情報共有から始まり，その

情報共有は相互に情報を発信・受信することで成り立つものである。

児童生徒にとっては，身の回りの大人からの声掛けこそがなりたい自分を見付け，なりたい自分に

向けて努力するきっかけとしてきわめて有効なものとなる。例えば，学校の教育活動全体や地域での

各種体験の中で，大人たちが，生きること，働くことに対する自分の思いを直接伝えることで，児童

生徒は，生き方や将来のことを心に留め，声を掛けてくれる大人が大勢いること，その大人たちから

。 ， ，生き方のヒントがもらえることなどを実感できるのである そのような機会を設けられるよう 家庭

地域との連携を一層充実していかなければならない。

おわりに

児童生徒が実社会において，明るくたくましい生き方，働き方ができるようにするには，社会の状

， ，況や産業構造の変化に主体的に対応するための知識や技能 考え方などを身に付けさせるだけでなく

周囲の人々とのかかわりの中でどう生きることがよいのかという，生き方に対する価値観を見いださ

せることが重要である。

社会で求められる知識や技能,考え方を身に付けさせることについては,学校教育が主な役割を担っ

てきた。しかし，生き方に対する価値観については，本来，家庭や地域社会の中で誠実に生き生きと

働く大人の姿から見いだしてきたものである。学校教育の中でキャリア教育の推進が求められるよう

， 。になったのは 児童生徒がそのような大人の姿や思いに触れる機会が減少していることも背景にある

これらを踏まえながら，本稿では，キャリア教育について基本的な考え方とその実践例を具体的に

示した。児童生徒の生き方に対する価値観を明確にするということは，各学校の学校教育目標を実現

するためにも大切なことである。地域や児童生徒の実態を踏まえながら，明るくたくましい生き方，

働き方を実現できる児童生徒の育成に役立てていただきたい。

【引用・参考文献】

國分康孝編 『カウンセリング事典』 誠信書房 1996年９月

Benesse教育研究開発センター 『第３回学習基本調査』 2001年６月

國分康孝監修 『現代カウンセリング事典』 金子書房 2001年12月

国立教育政策研究所生徒指導研究センター 『児童生徒の職業観・勤労観を育む教育の推進について』

（調査研究報告書） 平成14年11月

文部科学省 『キャリア教育の推進に関する総合的調査研究協力者会議報告書～児童生徒一人一人の勤労観，

職業観を育てるために～』 平成16年１月

三村隆男 『キャリア教育入門』 実業之日本社 2004年10月

Benesse教育研究開発センター 『第１回子ども生活実態基本調査報告書』 研究所報Vol.33 2005年９月

鹿児島県総合教育センター 『児童生徒一人一人の勤労観，職業観を育てるキャリア教育の在り方』

指導資料第1520号 平成18年５月

厚生労働省職業安定局 『若年者の雇用をめぐる情勢について』 若者の人間力を高める国民会議資料
平成18年11月

Benesse教育研究開発センター 『若者の仕事生活実態調査報告書 25～35歳の男女を対象に』

研究所報Vol.37 2006年12月




